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The relations of the pedestrian and the automobile changed with the times in Japan. In the pedestrian space of 
the station plaza, it is thought that changed with the change of the times. This study is intended to grasp the 
tendency of the change of the pedestrian space of the station plaza from pedestrian area and facilities placement. 
As a result. If the maintenance generation is updated, the pedestrian space increases 15%. If an area becomes 
large scale, the pedestrian space increases by 15%. By the maintenance generation, a shape of the sidewalk is 
change. By the area scale, a shape of the sidewalk is change. The pedestrian space of the station plaza with the 
open space is beyond 50% on the average. As above, it was able to grasp a change of the pedestrian space of the 
station plaza from pedestrian area and facilities placement. 
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１． 序論 
（１）研究の背景・目的 
日本の駅前広場の始まりは，鉄道利用者の利便を図るた
めの乗継ぎ空間と運搬車の停車スペースとして整備され
た．日本の駅前広場が都市計画の中で位置づけされ，整備
が行われ始めてから，100 年以上が経ち，駅前広場は様々
な時代背景の中で，整備されてきた．現在までに日本には
多くの駅前広場が整備され，広場の箇所は 2012 年時点で
全国に 2932 箇所となっている(1)(国土交通省，2012 年)． 
駅は都市と都市を結ぶ交通結節点であり，それに付随す
る駅前広場は他の都市とまちを結ぶまちの顔である．駅前
広場は多くの歩行者と自動車が交わることが想定されて
おり，歩行者と自動車の関係が明確に表れる場所でもある． 
既存の駅前広場を歩行者の視点でみてみると，歩行者に
とって利用しやすいものと，そうでないものが存在するこ
とがわかる．例えば駅正面の歩道が狭い場合には，混雑が
生じやすく，利用がしづらい．一方で駅正面の歩道が広い
と，混雑が生じにくく，利用しやすい等が挙げられる．こ
のように駅前広場の施設配置形態や歩道の面積，幅員によ
って歩行者の利用のしやすさは変わると考えられる． 
駅前広場は歩行者と自動車の関係が明確に表れる場所
であると述べたが，これまでの約 60 年間で歩行者と自動
車の関係は大きく変化をしてきた．1955～1964 年(昭和 30
年代)のモータリゼーションの時代から， 1970 年には第一
次交通戦争と呼ばれる，歩行者と自動車の関係が最も悪化
した時代を迎えた．それが，1980 年代にはコミュニティ道
路事業を始めとして，歩行者の通行の安全性や快適性，利
便性の向上が図られるようになり，近年では国土交通省交
通白書(2)(国土交通省，2014 年)において「人優先の安心・
安全な歩行空間の形成」，「質の高い歩行空間の形成」，
「柔軟な道路管理制度の構築」等，歩行者優先の道づくり
を推進するようになった．このように 1970 年代までは自
動車中心に考えられていたが，1980 年代から歩行者にも意
識が向けられ始め，近年は歩行者優先の道づくりが推進さ
れている． 
現在の日本は人口減少に伴い，H17 年をピークに自動車
交通量が減少している(3)(国土交通省，2013 年)．したがっ
て，今後の道路や駅前広場は人口減少，自動車交通量の減
少といった社会的背景を踏まえ，歩行者のことを考えた整
備が行われていく必要がある． 
日本で駅前広場を計画する際には，面積算定式を参考と
して面積規模を決定する．算定式は現在まで，28 年式(1953
年)，小浪式(1968 年)，48 年式(1973 年)．98 年式(1998 年)
がそれぞれの時代を背景として提案されてきた．算定式は，
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変数として主に鉄道乗降客数や駅前広場利用者数を用い
るが，今後人口減少や自動車交通量減少に対応した新たな
面積算定手法が提案されることが考えられる． 
算定式を用いて整備されてきた駅前広場は，歩行者の考
え方の変化に伴い，使われ方や用途は変わってきたと考え
られる．駅前広場の設計者もモータリゼーションの時代と
現代では歩行者空間に対する考え方が異なることで，整備
された年代によって，駅前広場の歩行者と自動車の空間に
違いが現れていると考えられる． 
今後も時代の変化に伴い，駅前広場の役割は変わってい
くことが予想されるが，これまでに整備されてきた駅前広
場の歩行者空間の変化の傾向については明らかにされて
いない． 
以上のことより，今後迎える人口減少社会や自動車交通
量減少の時代に対応した駅前広場の整備を行うにあたり，
これまでの駅前広場の歩行者空間の変化について整理す
る必要がある． 
本研究では駅前広場の歩行者空間に着目し，歩行領域の
面積と施設配置から駅前広場の歩行者空間の傾向を把握
することを目的とした．これは，駅前広場の歩行者空間の
変化についての研究が少ないためである．そのため，現在
までに整備されたものから現在計画されている駅前広場
を対象として，領域面積の測定と施設配置の類型化をおこ
なった． 
（２）研究の構成 
本研究の構成を以下で説明する（図 1）． 
 
図 1 研究の構成 
 
第一に駅前広場の現状と面積算定式の整理を行い，現況
把握を行った．第二に駅前広場の領域面積と歩道幅員を平
面図より測定・集計し，比較分析することで駅前広場にお
ける歩行者空間の変化の傾向を整備年代別，面積規模別，
鉄道乗降客数別，積雪寒冷地別で把握した．第三に駅前広
場の施設配置形態を分類し，比較分析することで，駅前広
場における歩行者空間の変化の傾向を整備年代別，面積規
模別で把握した．第四に，駅前広場を歩行領域面積と施設
配置形態から比較分析することで，駅前広場の歩行領域の
面積と施設配置形態の関係を把握した．最後にこれらをま
とめ，本研究の結論とした．  
（３）既往研究の整理と本研究の位置づけ 
本研究に関連する論文を以下で紹介する． 
a）駅前広場の面積割合に関する研究 
斎藤ら(4) (2007 年)が駅前広場の現状を明らかにするこ
とと，駅前広場における空間構成を把握することを目的と
して，東京都内 8 区 37 駅 50 箇所を対象に，駅前広場の面
積割合をみている．駅前広場空間を車両領域と車両外領域
に分け，さらに車両外領域を「歩行領域」，「歩行外領域」
に分け，これらを「領域面積」と定義し，面積を集計して
いる．施設配置の類型化も行なっており，空間形状を島型，
ロータリー型，共存型 2 種，二層型の 5 つに分け，それぞ
れで領域面積比率をみている．結論を，「対象地域の駅前
広場はすべての形状において，歩行領域が広場の半分以上
の面積を占めていた」，「共存型の一つは歩行領域に重点
を置いた形状である」，「駅前広場内に通過導線を持つと
車両領域が増加する傾向がある」としている． 
b）駅前広場の施設配置形態に関する研究 
谷口ら(5)(1991 年)が，駅前広場の交通処理を含めた，計
画の指針整備のため，駅前広場が交通結節点として機能す
る上で抱えている問題点を把握することを目的として施
設配置の類型化を行なっている． 
研究手法として，駅前広場計画図面から施設配置と街路
の取り付き方をパターン化し，直交型や平行型，斜行型，
それらの複合型など 9 種類に分類している．また交通処理
の面からも施設配置形態を 6 種類に分類しており，それぞ
れの施設配置形態での傾向の把握を行っている． 
以上より駅前広場空間の面積割合や施設配置について
の研究はされているものの，歩行者空間に着目して駅前広
場の歩行者空間の変化を把握した研究は少ない． 
これらを踏まえ，本研究では，駅前広場の整備年代や面
積規模，鉄道乗降客数別，積雪寒冷地別に歩行者空間の面
積や施設配置の傾向の把握を行った．本研究は将来，計画
指針等を作成する際に，駅前広場の歩行者空間の変化を把
握した一資料として寄与すると考えられる． 
 
２． 駅前広場の現況把握 
（１）全国の駅前広場 
2012 年都市計画現況調査より，日本全国の駅前広場につ
いて整理を行った(表 1)．駅前広場の箇所数は関東地方に
最も多く 1020 箇所あり，全国の 35％を占めている．次い
で近畿地方の 600 箇所，中部地方の 340 箇所と三大都市圏
の含まれる地域に多く，全国の約 7 割の駅前広場がこれら
3 地域に存在していることがわかる．鉄道乗降客数は，関
東地方だけで全国の 67％，近畿と合わせると全国の 9 割近
くを 2 つの地域で占めていることがわかる．一箇所あたり
の駅前広場供用面積は北海道が最も大きく 3,839 ㎡，九州
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地方が最も小さく 2,840 ㎡であった． 
次に 2012 年の都市計画現況調査より，供用面積と乗降
客数の両方に記載のある 2,354 箇所で，駅前広場の実施面
積と乗降客数の相関分析を行った．その結果は相関係数
0.298 と面積算定式の変数に鉄道乗降客数が用いられてい
るにも関わらず，実施面積と乗降客数の相関の関係が弱い
ことがわかった． 
 
表 1 全国の駅前広場の内訳 
 
（２）駅前広場面積算定式の経緯と歩行者空間 
現在の日本の駅前広場計画に用いられている面積算定
式として，28 年式，小浪式，48 年式，98 年式が挙げられ
る．それ以前の現在使用されていないものとして戦災復興
院式と国有鉄道式の 2 つが挙げられる．これらの算定式の
作成された目的や算定式での歩行者空間に関する記載に
ついて整理した(表 2)． 
a）戦災復興院式と日本国有鉄道式 
戦災復興院式は駅前広場計画の面積に関して初めて設
計標準を示した資料であり，戦災復興計画における駅前広
場の計画の混乱を防ぐ目的で都市側が独自に定めたもの
である． 
歩行者空間に関する記載としては，歩道の幅員は，混雑
時の交通量を考慮して決定すること，駅本屋やその他の建
築敷地に面する歩道では特に幅員を増大することが記載
されている．また，歩道の配置は安全のため，車道をなる
べく横断しないようにし，場合によっては横断地下歩道を
設けることと示されている． 
日本国有鉄道式は，昭和 26 年に日本国有鉄道内部にお
ける独自の算定式である．この算定式は戦災復興院の算定
式に対抗して作成されたもので，過大な駅前広場となるこ
とを防ぐ目的があると考えられる． 
二つの算定式は以上のように，戦災復興を背景とし，都
市側の戦災復興院式と鉄道側の日本国有鉄道式の2つの算
定式が存在したが，2 つの間に共通の基準はなく，それぞ
れ別の算定式を用いて整備を行っていた． 
b）28 年式 
現在でも面積算定に使われることの多い 28 年式は，都
市側(戦災復興院式)と鉄道側(日本国有鉄道式)での計算方
式の違いによる全国的な混乱を防ぐ目的で，昭和 28 年に
駅前広場研究委員会(都市計画協会に設けられた組織であ
り，建設省・国鉄・学識経験者からなる)によって作成さ
れた．28 年式は当時の既存駅前広場約 30 箇所をサンプル
として回帰分析をし，委員会のメンバーが検討し考えられ
たものである．算定式は標準式に加え，上限式と下限式が
存在し，乗降客数別で式が 2 つ設けられている． 
c）小浪式(6)(小浪博英,1996 年) 
昭和 40 年代に入ると経済成長と都市環境，自動車の普
及による交通環境の変化が生じたことに加え，昭和 43 年
の都市計画法の改正による住民参加の手続の導入により，
計画手順が複雑になり，住民からさらに詳しい説明を求め
られるようになった．すると面積算定式そのものが議論の
対象とされ，昭和 28 年式の回帰式による算定手法に加え
て昭和 43 年に小浪式が積上げによる算定手法として提案
された． 
歩行者空間に関する記載として，歩行者空間を平面に設
けられた歩行者通行部分と立体的に処理される歩行者専
用部分としている． 
歩行者が広場面積に直接影響を与える要因として，歩行
者交通量とその経時的変化，歩行速度，滞留の有無の 3 つ
を考え，これらを満足するだけの歩道を設置すればよいと
いう考えである．その数値は定期客と定期外の客とで大き
く異なると考えられている．算定式における項目として，
歩行者用面積の項目が設けられており，ピーク 10 分間の
平均出入歩行者数，平均歩行距離(m)，平均歩行密度(人/
㎡)，平均歩行速度(m/sec)を指標として扱っている．また
算定面積に 30％余裕分を最後に加えることとしている． 
d）48 年式 
48 年式は小浪式と同様の時代背景と問題意識をもとに
表 2 駅前広場面積算定式の目的と整理  
年 方式 名称 作成 時代背景 目的
昭和21年(1946)※1 回帰式 戦災復興院式 戦災復興院
戦災復興計画における駅前広場の計画
の混乱を防ぐ
昭和26年(1951) 回帰式 日本国有鉄道式 日本国有鉄道
戦災復興院式に対抗して作成
過大な駅前広場となることを防ぐ
昭和28年(1953) 回帰式 28年式 駅前広場研究委員会 モータリゼーションの進展
計算方式の共通基準を定め,全国的な
混乱を防ぐ
昭和43年(1968) 積上げ式 小浪式 小浪博英
面積算定の根拠,整備手法と整備の時
期の詳細な検討の要求に応える
昭和48年(1973) 積上げ式 48年式
駅前広場整備計画
調査委員会
小浪式をもとに思考過程をより基本的
な部分から展開
平成10年(1998) 積上げ式※2 98年式 日本交通計画協会
コミュニティ・ゾーンをはじめとした
歩行者と自動車の関係の見直し
駅前広場の役割の変化への対応
※1　昭和24年(1949)に戦災復興計画の見直しによって修正されている.
※2　駅前広場を交通空間と環境空間に分け,交通空間は積上げ式，環境空間は環境空間比を用いて
　　　それぞれで面積を積上げて広場面積としている.
戦災復興期
モータリゼーション全盛期
自動車中心の社会
高度経済成長期
(箇所) (人/日) (㎡) (㎡/箇所数)
全国 2,932     100% 57,511,345     100% 10,011,146           3,414                  
北海道 118        4% 525,989         0.9% 452,972               3,839                  
東北 250        9% 854,011         1.5% 911,200               3,645                  
関東 1,020     35% 38,670,909     67.2% 3,655,770            3,584                  
北陸 123        4% 395,212         0.7% 463,567               3,769                  
中部 340        12% 3,844,588       6.7% 1,165,135            3,427                  
近畿 600        20% 10,594,410     18.4% 1,817,406            3,029                  
中国 145        5% 883,546         1.5% 551,624               3,804                  
四国 56          2% 165,782         0.3% 198,380               3,543                  
九州 280        10% 1,576,898       2.7% 795,092               2,840                  
沖縄  - -  - -  -  -
地方 箇所数 箇所数割合
鉄道
乗降客数
鉄道乗降客数割
合
駅前広場供用面積
駅前広場供用面積/
箇所数
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して，駅前広場整備計画調査委員会(都市計画協会内に設
置された建設省と国鉄とによる委員会)でさらに詳細な積
上方式の面積算定式として提案された．48 年式による算定
結果は比較的 28 年式に類似していたことと，場合によれ
ば 28 年式より広い面積が算定される構造を有していたた
め，国鉄内部でのコンセンサス形成までには至らず，28
年式を補完する参考としての算定式であるとされた． 
また 48 年式は多くの外生変数を必要とするため，実用
性の点で問題があり，昭和 48 年以降の駅前広場計画は 28
年式を中心としながら小浪式，48 年式の 3 種類の面積算定
式を用いることとなった． 
歩行空間に関する記載としては小浪式同様，歩行者用面
積の項が設けられ，鉄道乗降人員，鉄道利用者外広場利用
者数，広場利用者数，時刻別歩行者出入数，歩道幅員，広
場形状，歩者道延長を指標として面積を算定する． 
e）98 年式 
98 年式(7)(建設省，1998 年)は，駅前広場の広場機能の役
割を①都市機能の高度化，多様化に伴った，交通機能の利
便性やサービス向上に対応する広場，②都市活動の拠点あ
るいは都市の玄関口としての情報提供やシンボル的な空
間の機能などをあわせもつ広場，③福祉への配慮に対応で
きる広場などとしている．98 年式では駅前広場を交通空間
と環境空間に分けて考え，面積を算定し，これらの総和を
駅前広場基準面積としている．98 年式は従来の 28 年式，
小浪式，48 年式と駅前広場計画事例でのレビューをもとに
新しい考え方を提案している． 
歩行者空間は駅前広場面積における交通空間面積と環
境空間面積の両方に属したものと考え，算定式においては
交通空間基準面積に歩道面積の項が設けられている． 
f）まとめ 
28 年式はそれまでの 2 つの算定式をまとめるために提
案された．その後，モータリゼーションが進展し，都市は
自動車が中心の社会へと変わっていったことと，都市計画
法が改正され，駅前広場計画時に説明の義務と算定の根拠
が求められことを背景とし，積上げによる算定方式である
小浪式が提案された．48 年式は小浪式と同様の背景の中，
さらに詳細な積上げ方式として提案された．それが 98 年
式では，駅前広場の機能として，都市活動の拠点や福祉へ
の配慮など，歩行者空間について言及するようになった． 
歩行者空間については，戦災復興院式ですでに記載があ
ったが，具体的に面積の算定の項として登場したのは，モ
ータリゼーションの時代の小浪式からであった． 
以上より，駅前広場面積算定式が提案された背景と，歩
行者空間に関する記載をみることで，時代背景に対応して，
駅前広場面積算定式が提案されてきたことがわかった． 
しかし，変数として用いられている鉄道乗降客数と実施
面積の関係をみても，関係性は弱いことがわかった． 
３． 駅前広場の領域面積 
（１）対象箇所の設定 
本研究で扱う資料として，国土交通省によって集計され
た資料(8)(国土交通省，2007 年)が存在する．これには整備
年が 1938 年から 2004 年までの駅前広場 129 箇所が収録さ
れている．本研究では近年の資料を補うため，2004 年以降
に整備された駅前広場の資料を関連機関等の資料やホー
ムページから収集し，135 箇所を加え，全 264 箇所を対象
とした(表 3)． 
（２）基礎データの作成 
以下の項目を調べ，基礎データとした． 
路線，都道府県，市区町村，鉄道乗降客数(人/日)，鉄道
会社，計画年，整備年，積雪寒冷地別，バス・タクシー・
一般車両・身体障害者用それぞれの駐車(プール)台数，乗
降場(バース)数． 
（３）駅前広場領域面積・歩道幅員集計作業 
駅前広場の領域面積・歩道幅員集計作業は斎藤らの研究
を参考に行った．駅前広場の施設を歩行領域，車両領域，
その他の 3 つに分け，CAD ソフトを用いて，図を作成し，
面積の集計を行った．また歩道幅員は駅を出て，目の前の
部分の歩道幅員駅前幅員，最大幅員，最小幅員の 3 点で集
計を行った(図 2)． 
（４）領域面積の比較 
a）再現性の確認と対象箇所の傾向 
再現性の確認のため，斎藤らの研究と同じ箇所 5 箇所に 
図 2 領域面積・歩道幅員の定義 
表 3 対象箇所の整備年代 
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おいて領域面積割合の比較を行った(図 3)． 
その結果，4 箇所において概ね再現性が確認できた．数
値の違いが現れているのは，本研究で定義している領域面
積の項目が異なることが理由と考えられる． 
本研究の対象箇所の乗降客数，実施面積はともに全国の
平均より大きいものであった． 
領域面積は，対象箇所全体で歩行領域が 44％となり，車
両領域の 48％よりも下回る結果となった(表 4)． 
図 3 既往研究との再現性の確認 
 
表 4 全対象箇所の結果(平均) 
 
b）整備年代別比較 
整備年代の分類は，社会的背景を勘案した分類が望まし
い．本研究では，紀伊の研究(9)(2004 年)を参考に,年代を戦
災復興・人口集中期(1945～60 年)，高度成長・モータリゼ
ーション期(1960～1975 年)，安定成長期(1975～1990 年)，
低成長期(1990～2000 年)，新たに近年(2000～2014 年)，将
来(2015 年以降)を加え 6 つに区分し，比較を行った(図 4)． 
歩行領域の割合は，1945～60年で 31％であったものが，
2000 年以降には 46％と約 15％増加していることがわかる． 
1945 年～60 年から 1990～2000 年まで，歩行領域の割合
は増加していたが，2000～2014 年と 2015 年以降では変化
がみられなかった． 
c）面積規模別比較 
面積規模は 0～2,000 ㎡，2,000～4,000 ㎡，4,000～6,000
㎡，6,000～8,000 ㎡，8,000～10,000 ㎡，10,000 ㎡以上，こ
の 6 区分とし，比較を行った(図 5)． 
歩行領域は，0～2,000 ㎡が 34％であったが，8,000～
10,000 ㎡以上は 16％大きく，50％であった．面積規模は 0
～2,000㎡から 8,000～10,000㎡まで面積規模が大きくなる
に連れ，歩行領域が増加の傾向にあるが，8,000～10,000
㎡と 10,000 ㎡以上では違いはほとんどみられなかった． 
d）鉄道乗降客数別 
鉄道乗降客数の分類は，0～5,000(人/日)，5,000～10，
000(人/日)，10,000～50,000(人/日)，50,000(人/日)以上の 4
つに区分し，比較を行った(図 6)．歩行領域は 0～5,000(人/
日)で最も大きく 46％，10,000～50,000(人/日)で最も小さく
40％値となった． 
e）積雪寒冷地別 
積雪寒冷地に指定された地域では，「積雪寒冷特別地域
における道路交通の確保に関する特別措置法」が適用され，
堆雪幅の確保や建築物のセットバックによる歩道幅員の 
図 6 鉄道乗降客数別領域面積 
図 5 面積規模別領域面積 
図 4 整備年代別領域面積 
乗降客数 面積
(人/日) （㎡）
対象箇所 47,507 5,361 44% 48% 8% 10.7 16.3 4.5
全国 19,615 3,414
基礎データ 領域面積 歩道幅員(参考)(ｍ)
歩行領域 車両領域 その他 駅前 最大 最小
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確保が推進されている．このことから，積雪寒冷地別で 
の比較を行った(図 7)． 
結果は，歩行領域は積雪寒冷地に指定されている駅前広
場のほうが，わずかであるが大きいことがわかった 
 
４． 駅前広場の施設配置形態 
（１）対象箇所の設定 
第 3 章のデータとの互換性を考え，同様に 264 箇所を対
象とした． 
（２）研究方法 
駅前広場の施設配置に関する資料として，建築設計資料
集成(10)(1964 年)を参考に分類を行った．この資料は駅前広
場の歩道の形状を 9 種類，駅前広場の取付き道路の形状を
12 種類に類型化したものである．しかし当資料は 1964 年
のものであり，現代では当てはまらない駅前広場の形状も
あると考えられた．そこで，資料を元に形状に定義づけを
行い，当てはまらなかったものの中で，類似した形状が 3
つ以上あったものについては類型化し，施設配置形態の把
握を行った．次に整備年代，面積規模別で施設配置形態の
比較を行うことで，施設配置形態から駅前広場の傾向をみ
た． 
収集項目は，歩道の形状，取付き道路の形状，取付き道
路の本数，交通処理の方法，その他の施設の 5 つとした． 
（３）施設配置形態の把握 
類似の形状が 3 つ以上あったものを類型化し，以下に示
す(表 5，表 6)．歩道の形状は 23 種類であり，その他の形
として，島型を有する形状(6+11，6+20，6+21，6+23)が存
在した他，まとまった空間を有した駅前広場が 7 種類存在
した．2(Ｅ型)，3(Ｔ型 1)，4(Ｔ型 2)，5(複合型 1)，9(複合
型 3)，18(広場型 1)は，バスとタクシーを分離した二層型
の交通処理方法をとるものが多かった．11(L 型)，12(一辺
型)，13(複合型 6)，14(二辺型)，15(複合型 4)，16(四辺分離
型)，17(複合型 7)は，歩道が道路によって分断されたもの
が多く，面積規模が小さい傾向があった．箇所数は 1(コの
字型 1)が最も多く 70 箇所であった．次いで 7(複合型 2)が
41 箇所となった．他には 20(広場型 3)が 27 箇所，2(E 型)
が 23 箇所みられた． 
取付け道路の形状は 32 種類であり，その他の形が 37 種
類存在した．箇所数は G(複合型 1)が最も多く 42 箇所，次
いで，F(並行型 1)の 24 箇所，A(直交型 1)の 19 箇所であっ
た． 
歩道形状による平均の面積は，2(E 型)，3(T 型 1)と，4(T
型 2)，9(複合型 3)，18(広場型 1)，20(広場型 2)，21(コの字
型 7)で平均より大きい値となった．2(E 型)，3(T 型 1)，9(複
合型 3)，18(広場型 1)では，バスとタクシーを分離する二
層型の駅前広場となるため，面積規模が大きくなると考え
られる．18(広場型 1)，20(広場型 3)は広場内にまとまった
空間を有した駅前広場である． 
（４）歩道形状と取付け道路の組み合わせ 
施設配置の組み合わせは，歩道の形状で箇所数の多かっ
た 5 種類を以下に示す(表 7)．1(コの字型 1)は，取付け道
路との組み合わせのパターンが多かった．中でも G(複合
型 1)との組み合わせの形状が最も多かった．2(E 型)は組み 
合わせの数は少なかったが K，F，G の形状の道路と組み
合わせが多いことがわかった．7(複合型 2)と 20(広場型)は，
共に G との組み合わせが最も多かった． 
番号 分類名 箇所数 番号 分類名 箇所数
A 直交型1 19 Q 並行型5 4
B 直交型2 16 R 並行型6 10
C 直交型3 4 S 複合型7（B+M） 1
D 直交型4（A+C） 2 T 複合型8（A+M） 0
E 直交型5（A＋B） 0 U 並行型7 3
F 並行型1 24 V 複合型9（J+N） 9
G 複合型1（A+F） 42 W 複合型10（B+F） 3
H 複合型2（B+F） 5 X 複合型11（U+N） 0
I 複合型3（D+F） 6 Y 複合型12（C+M） 2
J 複合型4（B+Q） 8 Z 複合型13（C+N） 3
K 複合型5（E+F） 10 AA 複合型14（H+N） 8
L 交差点型 9 AB 複合型15（G+N） 2
AC 複合型16（G+P） 7
M 並行型2 4 AD 複合型17（K+N） 1
N 並行型3 6 AE 複合型18（O+Q） 1
O 複合型6（B+T） 7 AF その他 46
P 並行型4 2 264
建築設計資料集成
本研究で確認できた形状
本研究で確認できた形状
合計
図 7 積雪寒冷地別領域面積 
表 5 駅前広場の歩道の形状 
表 6 取付き道路の形状 
番号 分類名 箇所数 平均面積㎡ 番号 分類名 箇所数 平均面積㎡
1 コの字型1 70 3,500 13 複合型5（6＋12） 4 3,215
2 E型 23 9,234 14 二辺型 3 2,717
3 T型1 5 10,462 15 複合型6（6＋14） 3 4,960
4  T型2 1 6,427 16 四辺分離型 12 3,772
5 複合型1（1＋6） 1 12,200 17 複合型7（6＋12） 10 4,794
6  島型1 0 - 18 広場型1 4 15,975
7  複合型2（1＋6） 41 4,599 19 広場型2 6 2,618
8 島型2 0 - 20 広場型3 27 8,057
9  複合型3（1＋8） 3 11,067 21 コの字型2 2 7,120
22 コの字型3 4 3,925
10 複合型4 12 4,077 23 水平分断型 2 3,985
11 　 L型 3 3,171 24 その他 15 7,374
12 一辺型 13 2,775 264 5,910
建築設計資料集成 本研究で確認できた形状
本研究で確認できた形状
合計
Hosei University Repository
  
（５）施設配置形態の比較(表 8) 
a）施設配置形態と整備年代 
1(コの字型)，7(複合型 2)がどの年代にも見ることができ
た．20(広場型 3)は，1975～90 年代から見られるようにな
り，2000～2014 年以降は，3 番目に多い歩道の形状であっ
た． 
b）施設配置形態と面積規模 
1(コの字型)は，2,000～4,000 ㎡で最も多く．2(E 型)は
6,000～8,000 ㎡，10,000 ㎡以上の規模で多いことがわかる． 
20(広場型 3)は 2000～4000㎡以降からみられるようにな
り，8000～10000 ㎡では，最も多い歩道形状であった． 
 
５． 領域面積と施設配置 
本研究で作成した，領域面積と施設配置形態を用いて，
駅前広場の歩行者空間の傾向を把握した(表 9)． 
領域面積における歩行領域の割合は，2(E 型)と 18，19，
20 の広場型 3 種類と 21(コの字型 2)において，歩行領域の
割合が平均より大きい値であった． 
 
６． 結論 
本研究では，駅前広場の歩行領域の面積割合と施設配置
形態をみることで，駅前広場の歩行空間の傾向の把握を行
った．得られた知見を以下に記す． 
（１）駅前広場の領域面積 
本研究の対象箇所においては整備年代が新しくなるに
連れて，歩行領域の割合が 31％から 46％と約 15％増加す
ることが確認できた．また面積規模が大きくなるに連れて，
歩行領域の割合が 34％から 50％へと約 15％増加したこと
が確認できた． 
番号 分類名 歩行領域 番号 分類名 歩行領域
1 コの字型1 40% 13 複合型5（6＋12） 31%
2 E型 43% 14 二辺型 22%
3 T型1 38% 15 複合型6（6＋14） 41%
4  T型2 27% 16 四辺分離型 36%
5 複合型1（1＋6） 23% 17 複合型7（6＋12） 34%
6  島型1 - 18 広場型1 53%
7  複合型2（1＋6） 41% 19 広場型2 56%
8 島型2 - 20 広場型3 56%
9  複合型3（1＋8） 40% 21 コの字型2 58%
22 コの字型3 38%
10 複合型4 41% 23 水平分断型 39%
11 　 L型 40% 24 その他 40%
12 一辺型 35% 42%
建築設計資料集成 本研究で確認できた形状
本研究で確認できた形状
全体平均
A B C D F G H J K L M N O S W AB その他 合計
1 8 8 2 2 7 18 2 4 1 2 2 1 2 3 1 1 6 70
A C F G I K S AB その他
2 1 1 4 4 3 5 1 1 3 23
A B C F G H J K L M N T W AB AC AD その他
7 4 4 1 1 7 2 2 1 1 1 3 1 3 3 1 2 4 41
A F G L N O R V Z AA AC
12 1 1 1 2 1 1 2 1 1 1 1 13
A B F G I K O S W AA AB その他
20 3 4 3 5 1 2 1 2 1 1 4 27
表 7 歩道形状と取付け道路の組み合わせ 
表 9 歩道形状と領域面積 
表 8 歩道形状の比較 
1945～60 1960～75 1975～90 1990～2000 2000~2014 2015~ 合計 0～2,000
2,000～
4,000
4,000～
6,000
6,000～
8,000
8,000～
10,000
10,000～ 合計
1 3 6 16 9 17 11 62 10 40 13 4 1 2 70
2 4 7 11 22 1 2 3 6 1 10 23
3 2 1 2 5 2 1 1 1 5
4 1 1 1 1
5 1 1 1 1
6 0 0
7 2 3 9 10 12 1 37 1 20 11 7 2 41
8 0 0
9 1 1 2 1 1 1 3
10 2 7 2 11 2 4 3 3 12
11 　 1 2 3 2 1 3
12 2 5 2 1 10 7 3 1 2 13
13 2 1 3 2 2 4
14 1 1 1 2 3
15 1 1 1 3 1 1 1 3
16 1 1 4 2 3 11 1 5 5 1 12
17 2 2 4 2 10 2 4 4 10
18 1 1 1 3 1 3 4
19 1 3 1 5 1 5 6
20 4 5 9 9 27 7 6 4 4 6 27
21 2 2 1 1 2
22 3 1 4 1 1 1 1 4
23 2 2 1 1 2
24 その他 2 1 6 3 12 2 3 1 1 2 6 15
合計 9 18 44 40 79 47 237 31 100 54 35 11 33 264
※整備年代不明の4箇所を除く
整備年代 面積規模（㎡）
※整備年代不明 27 箇所を除く 
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しかし，整備年代では 2000～2015 年と 2015 年以降，面
積規模では 8,000～10,000 ㎡と 10,000 ㎡以上の間で歩行領
域の割合の変化がみられなかった．理由としては，領域面
積の割合においては，ある程度の規模で歩行者の面積が充
足し，領域面積の割合には変化が現れなくなることが考え
られる． 
鉄道乗降客数別による歩行領域の傾向は見られなかっ
た．これは全国の駅前広場の実施面積と鉄道乗降客数の間
に関係性がないことから，領域面積との間にも関連を見る
ことができなかったと考えられる． 
積雪寒冷地別は，積雪寒冷地に指定されている箇所が指
定されていない箇所に比べて歩行領域の割合が大きくな
る結果であった．その数値は指定なしが 41％であり，指定
されている箇所が 44％であった．しかし積雪寒冷地の方が，
実施面積の平均が 3,000 ㎡大きいため，面積規模と歩行領
域の関係も考えられる． 
（２）駅前広場の施設配置形態 
整備年代別にみると，20(広場型 3)の形式は 1975～90 年
代から見られるようになり,2015 年以降では,2 番目に多い
歩道形状であることがわかった． 
面積規模別にみると，0～2,000 ㎡から 4,000～6,000 ㎡ま
では 1(コの字型 1)が最も多い歩道形状であるが，6,000～
8,000 ㎡以上になると，2(E 型)が多くなり，10,000 ㎡以上
では最も多い歩道形状であった．広場型は 2,000～4,000 ㎡
の規模から存在しており，8,000～10,000 ㎡で最も多い歩道
形態であった． 
（３）領域面積と施設配置 
領域面積における歩行領域の割合は，2(E 型)と 18，19，
20 の広場型 3 種類と 21(コの字型 2)において，歩行領域の
割合が平均より大きい値となった． 
総括すると，本研究では駅前広場の領域面積の割合と，
施設配置の形態を様々な指標によって比較することで，駅
前広場における歩行者空間の傾向を確認できた．歩行者空
間の要素には，本研究で取り扱った指標以外にも，歩行者
導線や，バス・タクシーバースの配置などが存在する．今
後，これらの指標も含め，多角的に比較分析することでよ
り具体的な傾向を把握することが可能となる． 
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